
関係する計
画、通知等

外務省設置法第４条及び６条 －

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

19年度 20年度 21年度

案件の目的
（目指す姿を

簡潔に。
3行程度以内）

案件概要
（5行程度以
内。別添可）

在外公館施設整備のための設計業務、建設工事等を実施している。

担当課室 在外公館課営繕室

上位政策

課長　鈴木　量博大臣官房

一般会計

担当部局

在外公館施設整備に必要な経費

4,880

執行率

8,321

100.4%

執行額

予算額(当初） 4,469 4,581 5,106

4,581予算額(補正後） 4,469

4,488

事業番号 5

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(外務省)

案件名 作成責任者
案件開始

年度
-在外公館施設

138.5% 108.0%

22年度 23年度要求

6,346

　本件経費は10年前に比し半減した一方、在外公館の新設に伴い施設数は増大。現在､在外公館施設は400以上あり、
このうち国有施設は欧米先進諸国では築100年超の施設が多い。他方、途上国は厳しい天候、劣悪なインフラ、現地メン
テナンス技術の不存在等によりいずれも老朽化が進行。一方、テロの脅威や地震等自然災害時に在外公館が外交拠点
として、十分な活動ができるよう一層の警備強化、耐震化の要請が増大。また、各国の技術の進展に応じた保秘対策の
ニーズも増大。以上を踏まえ、在外公館施設の適正な機能水準維持の観点から各種の新規整備、修繕費、保秘対策、
警備等の予算が必要。

  在外公館施設は各国の首都や主要な都市におかれ、任国等において日本を代表する施設として相手国政府との交渉
や連絡、政治・経済その他の情報の収集・分析、広報活動等を行うと共に、在留邦人に対し行政サービスを提供し緊急
時には邦人の生命・財産を保護する役割も担っている。このように、外交活動の拠点としての機能に加え、危機管理・邦
人保護の拠点としての機能を備えた 在外公館施設の整備を行う。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

7,705

費用総額(執行ベース) 4,488 6,346 8,321
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見直しの
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算
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ム
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所
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・平成１９年度から平成２１年度の各年度において、執行率が１００％を超えているのは、平成１８年度予算で計上された新築大型案
件が現地情勢の変化のため平成２０年度まで完成が遅延したことから当該案件予算を翌年度以降に繰越して使用した事等によ
る。

　新規施設整備には国庫債務負担行為を導入し、より競争性のある調達を実施し経費抑制に努める。また、海外におけ
る契約事務手続きの制約や各国の商習慣等現地事情を考慮しながらより競争性を高めた調達をすることにより経費削
減を目指す。

　新築等の大規模事業の実施現場には専任担当職員を配置し業務内容を把握するとともに所要の検査に立ち会う等の
方法により事業の適正や進捗度を把握している。



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

外務省
8，321百万円

A.民間企業（工事案件154件）
8，321百万円

在外公館事務所公邸の新設，改修工事等

【随意契約】

(単位:百万円)

外務省
8，321百万円

A.民間企業（工事案件154件）
8，321百万円

在外公館事務所公邸の新設，改修工事等

【随意契約】



0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
計 0 計

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0計 8,321 計

B. F.

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

施設整備費 工事費等 8,321

使　途

A. E.

0計 0 計

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0
れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

計 0 計

C.

0計 0 計



実施国 案件名 会社名 経費

中国 在中国大使館事務所新設第6期工事 (株)竹中工務店 ４，０５１百万円

A国 情報防護に係る工事 ａ建設会社 １，０７１百万円

東ティモール
在東ティモール大使館公邸新設第3期
工事

大日本土木(株) ６３８百万円

B国 危機管理工事 飛島建設(株) ３２４百万円

C国 危機管理工事 飛島建設(株) ２２２百万円

C国 危機管理工事 飛島建設(株) ２２１百万円

米国
在米大使館事務所冷却塔他大型機械
設備更新工事

Ｔｈｅ　Ｓｅｖｅrｎ　Ｇｒｏｕｐ １７３百万円

米国
在シカゴ総領事公邸窓､電気配線及び
暖房システム改修工事

ＲＥＥＤ　Construction １２６百万円

中国
在中国大使館事務所新設第6期工事
監理協力業務

(株)日建設計 ６３百万円

米国
在ボストン総領事公邸厨房・パントリー
改修工事及び公邸外壁塗装工事

McCarran　Construction　Co. Inc. ４１百万円

資金の流れにおける上位10案件


